
 

 

 
茅ヶ崎市子どもの家 

 

指定管理者申請要項 
 

（子どもの家わくわくらんど） 

 

 

 

 

 

 

 

平成２８年１０月 

 

茅ヶ崎市教育委員会 教育推進部 青少年課 

 

 
 

 

平成２８年度第７回茅ヶ崎市指定管理者選定等委員会 

平成２８年１０月２８日 

資料２ 子どもの家わくわくらんど 資料一式 

 



目  次 

 

                               ページ 

１ 趣旨                                                       １ 

 

 ２ 施設の設置目的                       １ 

 

３ 施設の概要                                                  １ 

 

４ 休館日及び開館時間                              １ 

 

５ 指定管理者が行う業務の範囲                                  ２ 

 

６ 指定予定期間                                              ２ 

 

７ 経費に関する事項                                            ２ 

   

８ 申請に関する事項                      ３                        

 

９ 指定管理者の指定手続きについて                       ５ 

 

10 協定の締結                         ５ 

 

11 指定管理業務の継続が困難となった場合の措置         ６ 

 

 12 損害賠償等                                               ７ 

  

 13 業務の委託等                                              ７ 

 

 14 原状回復及び事務引継ぎ                                     ７ 

 

 15 リスク分担に対する方針                                     ７ 

 

 16 その他                                                     ９ 

 

17 問い合わせ先                                               ９ 

 

 

 

 

 



茅ヶ崎市子どもの家指定管理者募集要項（子どもの家わくわくらんど） 

 

１ 趣旨 

   茅ヶ崎市子どもの家 子どもの家わくわくらんど（以下「子どもの家」という。）につ

いて最も効果的・効率的な管理運営を実現するため、地方自治法（昭和２２年法律第６

７号）第２４４条の２第３項及び茅ヶ崎市子どもの家条例（昭和６３年３月３０日条例

第３号。以下「条例」という。）の規定により子どもの家の管理運営を行う指定管理者（地

方自治法第２４４条の２第３項に規定する指定管理者をいう。以下同じ。）の選定を行い

ます。 

 

２ 施設の設置目的 

  子どもに遊び場を提供し、心身の健全な発達を図るために設置するものです。 

 

３ 施設の概要 

   施設の概要は次のとおりです。また、施設の配置については、別紙１の施設平面図を

参照してください。 

 

名  称 子どもの家わくわくらんど 

所 在 地 神奈川県茅ヶ崎市中島１６７０番地 

開館年度 平成１０年 

敷地面積 ８８７．６３㎡ 

床 面 積 １１７．３２㎡（子どもの家分） 

構  造 鉄筋コンクリート造、地上２階建ての２階部分の一部 

特記事項 複合施設 地域集会施設及び子どもの家 

 

４ 休館日及び開館時間 

(1) 休館日 

ア 月曜日とします。ただし、その日が国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第

１７８号）に規定する休日（以下「休日」という。）にあたるときはその翌日とし、

当該翌日が休日に当たるときは当該休日後の直近の休日以外の日とします。 

イ １月１日から同月４日まで及び１２月２８日から同月３１日までとします。 

ウ ア又はイの規定にかかわらず、指定管理者は、特に必要があると認めるときは、

教育委員会の承認を受けて、臨時に休館日に開館し、又は臨時に休館日以外の日に

開館しないことができます。 

 

(2) 開館時間 

ア 午前９時から午後５時までとします。ただし、１月、１１月及び１２月にあって

は、午前９時から午後４時までとします。 

イ アの規定にかかわらず、指定管理者は、特に必要があると認めるときは、教育委

員会の承認を受けて、臨時に開館時間を変更することができます。 
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５ 指定管理者が行う業務の範囲（詳細は、別紙２「茅ヶ崎市子どもの家指定管理者管理

運営の基準」を参照） 

(1) 施設の管理運営に関する業務 

ア 施設及び附属設備の利用者への便宜供与に関する業務 

イ 講座、講演会等の実施に関する業務 

  ウ 広報に関する業務 

  エ その他施設の運営に関する業務 

 

(2) 施設及び附属設備の維持管理に関する業務 

ア  保守管理業務 

イ  備品管理業務 

ウ 小規模修繕業務 

エ  清掃業務 

オ  保安警備業務 

カ  保守定期点検業務 

キ  その他の維持管理業務 

 

(3) 経営管理に関する業務 

ア  事業計画及び収支予算に関する業務 

イ 事業報告に関する業務 

ウ モニタリング及び自己評価に関する業務 

エ 利用統計に関する業務 

 

(4) 危機管理に関する業務 

ア 災害への対応に関する業務 

イ 緊急事態への対応に関する業務 

ウ 職員研修 

エ 個人情報及び特定個人情報の保護 

 

(5) その他の業務 

ア 教育委員会及び関係機関との連絡調整業務 

イ 管理体制の整備等 

ウ 文書の管理 

エ 保険への加入等 

オ 環境への配慮 

カ その他の留意事項  

 

６ 指定予定期間 

  平成２９年４月１日から平成３３年３月３１日まで（４年間） 

 

７ 経費に関する事項 

  指定管理者は、市が支払う指定管理料をもって施設を運営します。 
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(1) 指定管理料 

指定管理料は、施設の管理運営に要する経費とし、教育委員会の予算の範囲内としま

す。 

 

(2) 指定管理料の額 

指定管理期間の指定管理料の額は、平成２９年４月１日から平成３３年３月３１日ま

での４年間で、１５，７９９千円を上限とします。なお、指定管理料の額は、消費税の

増税や最低賃金の上昇を考慮した上限額であり、社会経済状況に応じて、各年度に歳出

予算の範囲内で決定します。 

 

年度 指定管理料の額 

平成２９年度 金３，８０５，０００円（消費税及び地方消費税を含む。） 

平成３０年度 金３，８８２，０００円（消費税及び地方消費税を含む。） 

平成３１年度 金３，９９８，０００円（消費税及び地方消費税を含む。） 

平成３２年度 金４，１１４，０００円（消費税及び地方消費税を含む。） 

合計 金１５，７９９，０００円（消費税及び地方消費税を含む。） 

※消費税については平成３１年９月までを８％、それ以降は１０％で計算しています。 

 

(3) 指定管理料の支払い 

指定管理料は、会計年度（４月１日から翌年の３月３１日まで）毎に、指定管理者の

請求に基づき支払うものとします。また、支払いの時期及び方法等については年度協定

書で定めます。 

 

(4) 指定管理料の使途 

指定管理者は、指定管理料を指定管理業務に要する経費以外に使用することはできま

せん。 

  

(5) 施設等の修繕費の負担区分 

施設の維持管理及び備品にかかる修繕は教育委員会が行いますが、施設の修繕で１件

１０万円未満のもの及び備品の修繕で１件５万円未満のものは、教育委員会と指定管理

者の協議の上、教育委員会又は指定管理者が予算の範囲内で行うこととします。 

 

８ 申請に関する事項 

(1) 申請について 

これまでの子どもの家の管理運営の実績を踏まえ、次の団体に特定して申請を受け

付けた後、指定管理者の候補者（以下、「候補者」という。）としてみなします。 

ア 団体名 湘南地区地域集会施設管理運営委員会 

  イ 所在地 茅ヶ崎市松尾４番２０号 
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(2) 申請書類 

次の書類をＡ４サイズ（資料ごとに両面印刷）、２穴、ファイル綴じ、頁番号を振り、

正本１部に加え副本１０部を添えて提出してください。 

ア 指定管理者指定申請書（第１号様式） 

イ 事業計画書（施設の管理運営に係る基本的な考え方について）（第２号様式その１） 

ウ 事業計画書（組織、職員配置及び職員の育成について）（第２号様式その２） 

エ 事業計画書（収支計画について）（第２号様式その３） 

オ 事業計画書（施設の管理について）（第２号様式その４） 

カ 事業計画書（施設の運営について）（第２号様式その５） 

キ 事業計画書（危機管理について）（第２号様式その６） 

ク 団体の概要書（第３号様式） 

ケ 公の施設の指定管理業務の実績報告書（第４号様式） 

コ 直近３事業年度の財務諸表（賃借対照表、損益計算書、キャッシュフロー計算書） 

サ 直近３事業年度の指定管理者事業報告書の写し 

シ 当該施設の就業規則並びに従業員（正社員・パート・アルバイト等）２～３名分

の労働条件通知書（雇用契約書）及びそれらに対応する３か月分の賃金台帳 

 

(3) 申請期間及び提出 

ア 申請期間 

平成２８年１０月３日（月）から平成２８年１０月１３日（木）まで（土曜日・

日曜日・休日を除く。）の午前８時３０分から午後５時００分まで 

イ 提出場所 

  茅ヶ崎市教育委員会教育推進部青少年課（茅ヶ崎市役所分庁舎３階６番窓口）に

直接持参してください。（郵送による提出はできません。） 

                  

(4) 申請に関しての留意事項 

ア 申請書類の取扱い 

提出書類は理由の如何を問わず返却しません。 

イ 申請書類の著作権 

    申請書類の著作権は、それぞれ作成した団体に帰属します。 

また、指定管理者の評価結果及び提案内容等を公表する場合、又はその他教育委

員会が必要と認めるときには、教育委員会は候補者の承諾を得ず、無償で申請書類

の一部を使用できるものとします。 

  ウ 申請書類の開示 

申請書類は、茅ヶ崎市情報公開条例（昭和６１年茅ヶ崎市条例第２号）における

行政文書になることから、同条例に基づく情報公開請求等により公開される場合が

あります。 

エ 追加書類の提出 

茅ヶ崎市指定管理者選定等委員会（以下、「選定等委員会」という。）が必要と認

4 



めるときは、追加書類の提出を求める場合があります。 

オ 費用負担 

申請に関して必要となる費用は候補者の負担とします。 

    

９ 指定管理者の指定手続きについて 

(1) 選定等委員会による評価 

  ア 事前意見の集約 

    選定等委員会委員に対し、提出書類である事業計画書等を市から予め送付し、事

前に各施設に対する疑問等について聴取します。集約した意見については、選定等

委員会開催前に候補者に対して情報提供いたしますので、これらの意見・質疑等を

後述するプレゼンテーションに反映させてください。 

  イ 選定等委員会の開催 

候補者が出席のうえ、申請書類及び候補者によるプレゼンテーションに基づき、

選定等委員会委員によるヒアリングを行います。選定等委員会委員は、ヒアリング

の内容や過去の実績及び取り組み、成果等について評価・検証し、次期指定管理期

間においてより効果的な管理運営業務を遂行するための助言等を行います。選定等

委員会委員からは、主に「評価できる点」及び「改善を要する点」について意見と

して出していただきます。 

なお、選定等委員会の出席者は最大４名とし、日時及び場所については、候補者

へ後日連絡します。 

 

(2) 評価結果の通知及び公表 

選定等委員会における意見等の評価結果については、取りまとめの上、候補者に対

して通知文を送付します。送付を受けた候補者は、必要に応じて「評価できる点」及

び「改善を要する点」の対応について、年度ごとの事業計画書に反映します。この事

業計画書への反映結果は選定等委員会へ送付します。 

また、候補者の評価については、市ホームページへの掲載等により公表します。 

 

(3) 指定の手続き 

候補者は、地方自治法第２４４条の２第６項の規定に基づき、議会の議決を経て、

指定管理者として指定します。指定にあたっては、指定団体へ文書で通知するととも

に、茅ヶ崎市公告式条例（昭和２５年茅ヶ崎市条例第４８号）の定めるところにより

告示します。 

なお、茅ヶ崎市議会への提案は、平成２８年第４回定例会（１２月）を予定してい

ます。 

 

１０ 協定の締結 

業務内容に関する細目的事項、指定管理料に関する事項、管理の基準に関する細目

的事項等について、指定管理者と教育委員会との間で協議のうえ、協定を締結します。

協定には、指定管理に係る基本的な事項を締結する「基本協定」と、年度ごとに必要

な事項を締結する「年度協定」があります。 

ただし、協定締結及び協定発効以前に、指定管理者が財務状況の悪化や社会的信用
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を著しく失うなど、指定管理者としてふさわしくないと認められる状況に陥った場合

は、協定を締結しない、あるいは協定を解除することがあります。 

なお、教育委員会は、市議会の議決を得られなかったとき、指定管理者候補団体が

協定の締結を行わなかったとき、協定を解除したときにおいては、指定管理者候補団

体が本件に関して支出した費用について補償しません。 

協定書に定めのない事項及び疑義が生じた場合には、教育委員会及び指定管理者双

方が誠意を持って協議するものとします。 

 

１１ 指定管理業務の継続が困難となった場合の措置 

   指定管理者は、指定管理業務の継続が困難となった場合又はそのおそれが生じた場

合は、速やかに教育委員会に報告しなければなりません。その際、教育委員会は指定

管理者に対し、次の必要な措置を取ることができるものとします。 

なお、災害その他の不可抗力等、指定管理者の責めに帰することのできない事由に

より業務の継続が困難になった場合、事業継続の可否について協議するものとします。 

その際、一定期間内に協議が整わない場合、教育委員会は指定管理者の取り消しを

行うことができるものとし、指定管理者は次期指定管理者への円滑な引継ぎを行うこ

ととします。 

(1) 指示 

教育委員会は、指定管理者が次の事項に該当するときは、地方自治法第２４４条の

２第１０項の規定により、必要な指示を行い、指示に従わないときは、同条第１１項

の規定により、指定の取り消し又は期間を定めて業務の全部又は一部の停止を命ずる

ことができます。 

ア 申請要項に定める資格を失ったと認められるとき。 

イ 財務状況が悪化し、管理運営業務の履行に影響があると認められるとき。 

ウ 協定書の事項に関して違反をしたと認められるとき。 

エ 個人情報の保護に関する取扱いが不適切であると認められるとき。 

オ 関係法令、条例又は規則に違反したと認められるとき。 

カ その他指定管理者としてふさわしくないと認められるとき。 

 

 (2) 指定の取り消し 

教育委員会は、指定管理者が次の各事項に該当するときは、選定等委員会の意見を

踏まえた上で、地方自治法第２４４条の２第１１項の規定により、その指定を取り消

すことができます。 

  ア 団体が倒産（解散）したとき。 

  イ 財務状況が著しく悪化し、指定に基づく管理運営等の継続が困難であると認めら

れるとき。 

  ウ 協定書の事項に関して重大な違反をしたと認められるとき。 

  エ 地方自治法の規定による監査を拒否又は妨害したと認められるとき。 

  オ 個人情報の保護に関する取扱いに関して重大な欠陥があると認められるとき。 

  カ 関係法令、条例又は規則に関して重大な違反をしたと認められるとき。 

  キ 申請に際して虚偽の記載をし、又は申し立てたと認められるとき、又は組織的な

違法行為を行った場合など、指定管理業務を行わせておくことが社会通念上著しく

不適当と判断されるとき。 
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  ク その他指定管理者として不適格と認められるとき。 

 

(3) 改善勧告 

   上記に比較して軽微な事項に該当するときは、教育委員会は指定管理者に対して改

善勧告を行い、期間を定めて改善策の提出及び実施等を求めることができます。この

場合において、指定管理者が当該期間内に改善することができなかった場合等には、

教育委員会は、地方自治法第２４４条の２第１０項の規定により、必要な指示を行い、

指示に従わないときは、教育委員会は、同条第１１項の規定により、指定の取り消し

又は期間を定めて業務の全部又は一部の停止を命ずることができます。 

 

１２ 損害賠償等 

(1) 「１１ 指定管理業務の継続が困難となった場合の措置」により指定管理者の指定

が取り消され又は業務停止となり、教育委員会に損害を与えたときは、教育委員会は

指定管理者に対し、損害賠償請求をすることがあります。また、指定の取り消し又は

業務停止により、当該指定管理者に損害が生じた場合であっても、教育委員会は、そ

の賠償の責めを負わないものとします。 

 

(2) 指定管理者は、故意又は過失によりその管理する施設等を損傷し、又は汚損したと

きは、それによって生じた損害に相当する額を教育委員会に賠償しなければならない

こととします。ただし、教育委員会がやむを得ない事情があると認めたときは、この

限りではありません。 

 

(3) 管理運営上の瑕疵が原因で事故が発生した場合に対処するため、損害保険会社によ

り提供されている指定管理者に対応した施設賠償責任保険に加入し、当該保険からの

保険金により損害賠償責任に対応するものとします。 

 

１３ 業務の委託等 

   指定管理者は、施設の管理運営の全部又は主たる部分を第三者に委託し、又は請け

負わせることはできません。ただし、施設の管理に関する業務を委託する場合で、事

前に市に書面で申請し、書面による承諾を得たときはこの限りではありません。 

 

１４ 原状回復及び事務引継ぎ 

   指定管理者は、指定管理期間が満了するとき（継続して指定管理者に指定されたと

きを除く。）又は指定が取り消されたときは、速やかに原状回復して施設、設備、備品、

管理に必要なデータ等を引き渡すとともに、教育委員会又は新たな指定管理者と十分

な事務引継ぎを行うこととします。ただし、原状回復について教育委員会の承認を得

たときはこの限りではありません。 

 

１５ リスク分担に対する方針 

   指定管理者からの申請を受け付けるに当たり、教育委員会が想定する主なリスク分

担の方針は、次のとおりです。これらは、帰責事由の所在が不明確になりやすい主な

リスクについて、その方針を示したものです。下記の事項以外や疑義が生じた場合は、

双方の協議によるものとします。 

7 



 

リスクの種類 リスクの内容 

負 担 者 

教育委

員会 

指定 

管理者 

協議 

事項 

物価変動  
指定管理業務に多大な影響を与えるもの    ○ 

それ以外のもの   ○  

資金調達  
資金調達不能による管理運営の中断等   ○  

金利上昇による資金調達費用の増加   ○  

法令等変更  管理運営に直接影響する法令等の変更    ○ 

税制変更 

消費税(地方消費税を含む)の税率等の変更  ○   

法人税・法人住民税の税率等の変更   ○  

それ以外で管理運営に影響するもの    ○ 

許認可等  

教育委員会が取得すべき許認可等が取得・更

新されないことによるもの  
○   

指定管理者が取得すべき許認可等が取得・更

新されないことによるもの  
 ○  

管理運営内容の

変更  

教育委員会の政策による期間中の変更  ○   

指定管理者の発案による期間中の変更    ○ 

市議会議決  
指定の議決が得られないことによる管理運営

開始の延期  
○   

需要変動  
大規模な外的要因による需要変動    ○ 

上記以外のもの   ○  

管 理 運 営 の 中

断・中止  

教育委員会に帰責事由があるもの  ○   

指定管理者に帰責事由があるもの   ○  

上記以外のもの    ○ 

利用者及び第三

者等への損害賠

償  

教育委員会に帰責事由があるもの  ○   

指定管理者に帰責事由があるもの   ○  

教育委員会と指定管理者の両者、または被害

者・他の第三者等に帰責事由があるもの  
  ○ 

不可抗力  
不可抗力による施設・設備の復旧費用    ○ 

不可抗力による管理運営の中断    ○ 

指定管理への円

滑な移行 

教育委員会に帰責事由があるもの ○   

指定管理者に帰責事由があるもの  ○  

上記以外のもの   ○ 

施設及び物品の

損傷 

教育委員会に帰責事由があるもの ○   

指定管理者に帰責事由があるもの  ○  

上記以外のもの   ○ 

管理運営費の増

大 
管理運営内容の変更以外の管理運営費の増大  ○  

性能不適合 協定で定めた要求水準に不適合  ○  
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事業終了時 

指定管理者の指定期間の終了及び指定期間中

の指定取消しの場合の原状回復、次期指定管

理者への引継ぎ 

 ○  

※ 不可抗力とは、暴風、豪雨、洪水、高潮、津波、自身、地すべり、落盤、火災、戦乱、内乱、

テロ、侵略、暴動などを指します。 

 

１６ その他 

租税に関して、指定管理者は原則として法人税、法人市・県民税、法人事業所税及

び事業所得税等の課税の対象となることがあります。また、新たに事業用資産（償却

資産）を設置する場合は、固定資産税の課税の対象となります。詳しくは、管轄の税

務署、県税事務所、市役所市民税課・資産税課等の関係機関にお問い合わせください。 

 

１７  問い合わせ先 

  茅ヶ崎市教育委員会 教育推進部 青少年課 育成担当 

  住   所  〒２５３－８６８６ 

         茅ヶ崎市茅ヶ崎一丁目１番１号 

  電   話  ０４６７－８２－１１１１（内線）３３５１、３３５２ 

  Ｆ Ａ Ｘ  ０４６７－５８－４２６５ 

  電子メール  seishou@city.chigasaki.kanagawa.jp 

  ホームページ http://www.city.chigasaki.kanagawa.jp/ 
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１ 本書の位置付け 

   本書は、茅ヶ崎市子どもの家指定管理者募集要項（子どもの家わくわくらんど）と一体のもの

であり、茅ヶ崎市子どもの家 子どもの家わくわくらんど（以下「子どもの家」という）の管理

運営業務を指定管理者が行うに当たり、茅ヶ崎市子どもの家条例（昭和６３年３月３０日条例第

３号。以下「条例」という）及び茅ヶ崎市子どもの家条例施行規則（平成１３年３月３０日規則

第５号。以下「規則」という）に定めるもののほか、指定管理者に要求する管理運営の業務内容

及び水準等を示すものです。 

 

２ 業務内容及び水準 

(1) 施設の管理運営に関する業務 

施設の管理運営に当たっては、円滑な運営、利用者に分かりやすい利用案内、その他に関す

る業務を行うとともに、サービス向上につなげなければならないものとします。 

 

ア 施設及び附属設備等の利用者への便宜供与に関する業務 

(ｱ) 受付において利用者への適切な応対を行うこと。 

(ｲ) 利用者が気軽に訪れ、わかりやすく利用することができるよう施設内外に表示等を行う

こと。 

(ｳ) 利用者にわかりやすい場所に施設の利用案内や各種パンフレットを閲覧できるように

し、常時整理整頓を行うこと。また、他の公共施設等のパンフレット、公的機関の発行物、

地域活動団体のチラシ等についても、教育委員会や各種団体からの依頼に応じ閲覧等に供

すること。 

 

イ 講座、講演会等の実施に関する業務 

施設利用率の向上やサービスの向上、利用促進のため、利用者に向けた講座、講演会等を企

画し、実施すること。 

 

ウ 広報に関する業務 

指定管理者により管理・運営されている施設であることを利用者に示すため、施設内や案内

パンフレット等に次のように表示すること。 

 

【施設内の表示】 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

【案内パンフレット等の表示例】 

茅ヶ崎市の市有施設である茅ヶ崎市子どもの家（施設名：子どもの家わくわくらんど）

は、指定管理者である△△△△△△△△が管理・運営を行っています。 

  茅ヶ崎市子どもの家を管理する指定管理者の標示   

  

  
 当施設（子どもの家わくわくらんど）は、茅ヶ崎市教育委員会の指定を受け

た下記の団体が管理しています。 
  

  
団体の名称及び代表者の氏名  

  
団体の所在地  

  指定年月日 平成  年  月  日   

  指定期間 平成 年 月 日～平成 年 月 日   

  管理責任者の氏名     

  連絡先    

     

      茅ヶ崎市教育委員会   

  担当 教育推進部 青少年課 育成担当   

  電話 0467-82-1111(代) 内線 3351,3352   
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   連絡先 指定管理者 △△△△△△△△     

   電 話 ××××－××－××××         

   ※上記標示の△部分には団体の名称を標記。 
 

エ その他施設の運営に関する業務 

施設の運営に当たっては、利用者の利便性の向上と施設の有効活用を図りながら業務を行う

こと。 

 

(2) 施設及び附属設備等の維持管理に関する業務 

   施設及び附属設備等の清掃業務や保守定期点検業務等は関係法令を遵守するとともに、参考

「施設管理者のための建物維持管理の手引き」を基本に、次のとおり、定められた回数を必ず

行い、安全・快適な環境を維持しなければならないものとします。 

 

ア 保守管理業務 

(ｱ) 施設の保守管理 

施設の内装、外装に異常がないか常時確認し、美観を損なうことのないよう保守管理を行う

こと。また、施設の損傷等により利用者に危害を及ぼすことのないよう、異常が発生した際に

は適切な処置を施すとともに、教育委員会に遅滞なく報告すること。 

(ｲ) 施設及び附属設備等の保守管理 

施設及び附属設備等は、日常点検及び法定点検を計画的に実施し、突発的な事故が発生しな

いように保守管理を行うこと。また、施設の設備及び附属設備等の保守管理を行う際には、製

造元等と十分協議を行い、内容を熟知したうえで安全・確実に作業を行うこと。 

(ｳ) 鍵の保守管理 

施設内外の全ての鍵については鍵管理台帳を整備し、管理・保管すること。 

 

イ 備品管理業務 

   施設内の備品（比較的長期間にわたって、その性質、形状等を変えることなく使用に耐える

もので、購入金額が単価５万円以上の物品をいう。以下同じ。）については、教育委員会から

無償で貸与を受けることとします。また、既設備品については、施設の運営に支障が出ないよ

う適切な保守管理を行うものとします。 

(ｱ) 備品の管理を確実に実施すること。 

(ｲ) 備品について、破損や不具合等が発生した場合は、教育委員会に速やかに報告するととも

に、代替品について教育委員会と協議すること。 

(ｳ) 指定管理者自らの費用と責任において備品を購入したときは、教育委員会に遅滞なく報告

すること。 

(ｴ) 既設以外の設備及び備品を施設に設置する場合には、あらかじめ教育委員会の承諾を得る

こと。 

(ｵ) (ｴ)の場合において、指定管理期間が満了したとき（継続して指定管理者に指定されたと

きを除く。）又は指定管理者の指定を取り消されたときは、その取扱いについて教育委員会

と協議をすること。 

 

ウ 小規模修繕業務 

   施設及び附属設備等並びに備品の劣化や損傷、あるいは性能に不具合があるときは、利用者

の利便性及び安全確保を考慮し、支障のない範囲まで回復させることとします。施設の機能を

向上させる目的での小規模な改修・改造・改装に関しては、修繕に含むものとします。 

 

エ 清掃業務 

   施設における日常清掃及び定期清掃を行い、良好な衛生環境の維持と建物の清掃保全に努め、

労働安全法令及び衛生規則等を遵守し、施設の円滑な運営を進めるため、所定の施設清掃業務

を遂行することとします。日常清掃については開館日に実施し、定期清掃及び特別に必要な清

掃については予約状況を考慮して開館日又は休館日に実施するものとします。 

２ 



オ 保安警備業務 

    施設内の秩序を維持し、事故、盗難、火災等が発生しないよう常時巡回・警備を行うことと

します。また、休館日や開館時間外等、指定管理者が直接施設の管理のできない時間帯は、機

械警備等を使用し、間接的に常時警備できる体制を整えることとします。 

 

カ 保守定期点検業務 

施設内の次の保守点検業務を行うこととします。 

(ｱ) 空調機器保守点検業務 

空調設備等の種類に応じ、冷媒関係・冷暖房関係・電気制御関係・外装その他の付帯機器に

関する保守点検を行うこと。また、「フロン類の使用の合理化及び管理の適正化に関する法律

（フロン排出抑制法）」に基づく漏えい量の報告について、適宜対応すること。 

(ｲ) 自動ドア保守点検業務 

   適正・安全に作動するよう、日常的に目視点検をすることのほか、必要な保守点検をするこ

と。 

(ｳ) 電気工作物保守点検業務 

電気事業法（昭和３９年法律第１７０号）に基づく保守点検を行うこと。 

(ｴ) 非常放送設備保守点検業務 

消防法（昭和２３年法律第１８６号）に基づく保守点検を行うこと。 

(ｵ) 昇降機保守点検業務 

建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）に基づく点検・報告業務を行うこと。また、常時

適法かつ安全な状態に維持するために任意の点検をするなど、必要な措置を講じること。 

(ｶ) 防火対象物定期点検業務 

一定の防火対象物を対象とした定期点検を行うこと。なお、指定管理者は、防火管理者を選

任し、関係法令に基づく防火体制等を整えること。 

(ｷ) その他の保守点検業務 

   施設及び附属設備等を維持管理する上で、必要とされる保守点検業務を必ず行い、安全・快

適な環境を維持すること。 

 

キ その他の維持管理業務 

(ｱ) 衛生害虫駆除・予防業務 

常時、施設内の衛生害虫駆除・予防に努めること。 

(ｲ)  その他 

教育委員会が行う公共施設長寿命化のための建物維持管理点検、環境マネジメントシステム

に基づく調書の作成等について協力すること。また､新たに保守委託等の事業が必要となった

場合には協議した上で契約を結ぶこと｡ 

 

(3) 経営管理に関する業務 

ア 事業計画及び収支予算に関する業務 

   次年度の事業計画書及び収支予算書を当該年度の開始前までに作成し、教育委員会に提出す

ることとします。 

 

イ 事業報告に関する業務 

 (ｱ) 年次報告書 

次に掲げる事項を記載した事業報告書を作成し、年度終了後６０日以内に教育委員会へ提出

することとします。ただし、指定管理者の指定を取り消されたときは、指定を取り消された日

から起算して３０日以内に提出することとします。 

① 管理業務の実施状況 

② 施設の利用状況（利用者数、利用拒否等の件数・理由等、実施事業報告等） 

③ 管理業務の経理の状況 

④ 利用者からの意見聴取の状況 

⑤ 当該年度の団体の経営状況を説明する資料 

３ 



⑥ その他（管理の実態を把握するために必要な事項、次年度の管理運営に向けた展望等） 

⑦ その他教育委員会が必要と認める事項 

(ｲ) 月次報告書 

   次に掲げる事項を記載した事業報告書を月毎に作成し、毎月１５日までに教育委員会に提出

することとします。 

   ① 管理運営業務の実施状況 

 ② 施設の利用状況（利用者数、稼働率） 

 ③ 自主事業に関する事項（事業名、開催日時、内容、参加者） 

 ④ 苦情及び要望等に関する事項（苦情、要望の内容及び対応） 

 

ウ モニタリング及び自己評価に関する業務 

   施設の利用者や講座等への参加者を対象に、サービス等に関するアンケートを毎年度実施す

ることとします。なお、アンケート用紙の作成、配布、回収及び分析を行うこととします。 

また、管理運営に関して、定期的に自己評価を行い、日々の業務に反映させるほか、アンケ

ート結果、業務改善への反映状況等及び管理運営状況の自己評価を、「指定管理者制度を導入

した施設のモニタリングに関する指針」に基づき四半期ごとに報告することとします。 

 

エ 利用統計に関する業務 

教育委員会から指示があった際には、施設に関わる利用統計や利用状況等をその指示に応じ

た形で期限までに報告することとします。 

 

(4) 危機管理に関する業務 

ア 災害への対応に関する業務 

(ｱ) 災害対応マニュアルの作成等 

    災害発生時（火災、地震、風水害等）の対応に関する各種マニュアルを作成し、教育委員会

に報告するとともに、当該マニュアルの内容に変更があった場合には、遅滞なく教育委員会に

報告することとします。 

(ｲ) 災害時の対応 

    災害発生時には利用者の避難、誘導、安全確保等、的確な対応を行うこと。 

(ｳ) 施設外における対応 

   (ｱ)及び(ｲ)については、施設外で事業を実施する場合においても同様とする。 

(ｴ) 消防法の規定に基づく書類の提出 

(ｵ) 消防法施行令に基づく消防訓練の実施（年２回以上） 

(ｶ) 防火管理者の選任 

(ｷ) 法令に基づく防火体制等の構築 

 

イ 緊急事態への対応に関する業務 

(ｱ) 緊急事態対応マニュアルの作成等 

   緊急事態発生時（災害以外の危機（事件、事故、個人情報漏えい、情報システムに関する事

故等)）の対応に関する各種マニュアルを作成し、教育委員会に報告するとともに、当該マニ

ュアルの内容に変更があった場合には、遅滞なく教育委員会に報告することとします。 

(ｲ) 緊急事態発生時の対応 

   緊急事態発生時には利用者の避難、誘導、安全確保等、的確な対応を行うこと。 

(ｳ) 教育委員会への報告 

   緊急事態発生時には、直ちにその旨を教育委員会に報告すること。 

(ｴ) 施設外における対応 

   (ｱ)、(ｲ)、(ｳ)については、施設外で事業を実施する場合においても同様とします。 

 

ウ 職員研修 

   指定管理者は、様々な危機に対応するため、職員の研修や訓練を実施するものとします。 

 

４ 



エ 個人情報及び特定個人情報の保護 

個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）及び茅ヶ崎市個人情報保護条例（平

成８年茅ヶ崎市条例第１０号）並びに茅ヶ崎市情報公開条例（昭和６１年茅ヶ崎市条例第２号）

のほか、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成２５

年法律第２７号）及び行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する条

例（平成２７年茅ヶ崎市条例第４６号）を遵守し、個人情報等の漏洩がないようにすることと

します。 

また、業務上知りえた個人情報等を他に漏らし、又は自己の利益のために利用してはならず、

指定管理期間が満了した後又は指定管理者の指定を取り消された後、並びに従事者が職務を退

いた後においても同様とします。 

 

(5) その他の業務 

ア 教育委員会及び関係機関との連絡調整業務 

   施設の円滑な管理を図るため、次の事項について適切に対応することとします。 

(ｱ) 指定管理者は、施設の管理の適正を期するため、教育委員会及び関係機関との連絡調整を

目的とした会議を毎年度に４回以上行うこと。また、利用者からの意見や要望を聴取するた

めの懇談の機会を毎年度１回以上設けるよう努めること。 

(ｲ) 類似公共施設の情報収集を行うこと。 

 

イ 管理体制の整備等 

   施設を円滑かつ適切に管理することが可能な体制を構築することとします。 

(ｱ) 報告義務 

次の場合に該当するに至ったときは、書面により教育委員会に遅滞なく報告すること。 

① 施設において事故が生じたとき又は事故が生じるおそれがあるとき。 

② 施設の設備等を損傷し、又は滅失したとき。 

③ 施設の使用の承認に関し管理上必要な条件を付すとき。 

④ 所在地、名称又は代表者の氏名に変更があったとき。 

(ｲ) 服務 

従事する全ての職員に対して施設の設置趣旨を周知するとともに、公益使命を自覚させ、名

札の着用、利用者に満足を与える接遇を徹底すること。 

(ｳ) 施設内外の保全業務 

① 利用者又は近隣居住者からの苦情や要望等への適切な対応を行うとともに、苦情や要望

等の内容について情報共有をすること。 

② 施設の利用者等の急な病気、ケガ等の緊急時に的確な対応を行うこと。また、職員に対

し、ＡＥＤ（自動体外式除細動器）に対応できる普通救命講習を受講させること。 

 

ウ 文書の管理 

指定管理期間中の文書の管理について、教育委員会の指示に基づき、年度ごと、項目ごとに

分類し適切に管理することとします。 

 

エ 保険への加入等 

(ｱ) 保険への加入 

必要な損害保険等に加入すること。 

(ｲ) 損害賠償の責務 

施設の管理業務の履行に当たり、指定管理者の責めに期すべき事由により教育委員会又は第

三者に損害を与えたときは、その損害を賠償すること｡また、国家賠償法（昭和２２年法律第

１２５号）の規定により、教育委員会が当該損害を賠償したときは指定管理者に対し求償する

ことがあります｡ 

 

オ 環境への配慮 

    茅ヶ崎市の環境方針であるＣ－ＥＭＳ（茅ヶ崎市環境マネジメントシステム）活動方針の趣

５ 



旨を踏まえ、管理運営業務において環境関連法令等を遵守するとともに、「Ｃ－ＥＭＳエコオ

フィス活動マニュアル」に掲げる取組項目に準じて、省エネルギー、省資源、廃棄物等の削減

に配慮するものとします。 

また、教育委員会への提出書類及び添付資料については、原則として再生紙を使用するもの

とします。 

 

カ その他の留意事項 

(ｱ) 施設の管理に関する留意事項 

① 施設内の行政財産を目的外に使用する場合、行政財産目的外使用許可の申請が必要とな

るため、事前に協議すること。 

② 施設内においては、利用者及び指定管理者ともに喫煙は禁止とすること。 

③ 施設内での飲食等については、利用者及び指定管理者ともに指定された場所以外は禁止

とすること。 

(ｲ) 電気事業法第２７条に基づく電力使用制限への対応について 

   電気事業法第２７条に基づく電力使用制限が発令された場合、当該施設はその対象となる大

口需要家ではないが、市庁舎等が大口需要家であるため、これに準じて電力使用制限の協力を

依頼する場合がある。 

(ｳ) 調査及び監査等 

教育委員会は、地方自治法第２４４条の２第１０項の規定により、指定管理者の管理する施

設の適正な管理を確保するため、指定管理者に対して、当該施設の管理運営に関する業務又は

経理の状況について報告を求め、実地について調査し、又は必要な指示をすることができる。 

(ｴ) 遺失物を取得した際は遺失物の受け取り、警察への届出等の業務を行うこと。 

(ｵ) その他 

① 施設の管理運営上又は施設の設置目的を達成するため教育委員会が必要と認める業務を

行うこと。 

② 施設の管理運営において新たに必要となった業務等については協議に基づいて実施する

こと。 

６ 


	資料２－①申請要項（わくわくらんど）修正後（企画修正版）
	資料２－②平面図（わくわくらんど）
	資料２－③仕様書（わくわくらんど）修正後（企画修正版）

